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新型コロナウイルス感染拡大の影響で、本紙に掲載のイベントなどが中止や変更となることがありますのでご了承ください

　特別会計の決算は、下表のとおりです。

会　計　名 収入額 収入率
（％） 支出額 執行率

（％）

物品調達
公共用地先行取得事業
国民健康保険事業
国民健康保険直営診療施設事業
後期高齢者医療事業
介護保険事業
市行造林事業
公設地方卸売市場事業
駐車場事業
競輪事業
牧田財産区
一之瀬財産区
時財産区

848万円
2億7,804万円
168億5,867万円

3,726万円
22億4,314万円
160億1,388万円

5,106万円
6,119万円
7,437万円

235億4,454万円
398万円
97万円
363万円

107.3
99.9
112.6
85.9
101.5
109.7
90.1
90.7
84.1
99.7
132.7
324.0
453.5

753万円
2億7,804万円
146億9,781万円

3,587万円
21億7,718万円
140億2,368万円

5,106万円
6,119万円
7,437万円

224億3,165万円
291万円
7万円
49万円

95.3
99.9
98.1
82.7
98.5
96.1
90.1
90.7
84.1
95.0
96.9
23.7
61.1

計 591億7,921万円 105.8 538億4,185万円 96.2

会計名 項目 収入額 前年比
（％） 支出額 前年比

（％）

病院事業
収益的 359億4,587万円 103.1 351億3,186万円 102.5

資本的 5億8,385万円 79.7 13億5,071万円 55.8

水道事業
収益的 23億6,159万円 100.4 17億9,012万円 100.0

資本的 6億2,138万円 93.7 18億5,390万円 101.5

簡易水道
事業

収益的 1億3,956万円 91.2 1億3,601万円 90.9

資本的 1,877万円 115.1 7,753万円 105.9

公共下水道
事業

収益的 39億6,974万円 89.6 39億2,216万円 92.0

資本的 16億3,521万円 96.9 33億8,198万円 100.4

特定環境保全
公共下水道事業

収益的 2億5,235万円 74.5 2億5,226万円 74.9

資本的 4,784万円 346.7 1億2,408万円 96.3

農業集落
排水事業

収益的 7,291万円 78.8 7,323万円 79.7

資本的 1,357万円 117.1 3,069万円 100.5

※資本的収支の差引マイナス分は、留保資金や積立金等で補われます

基金の状況
　基金は、家計に例えると、預貯金にあたります。
　令和 3年度末の一般会計と特別会計を合わせた基金現在高は、前
年度より21億1,733万円増の155億7,457万円（市民 1人当たり 9万
7,733円）となりました。
　財政調整基金は、前年度より10億760万円増となりました。その
他目的基金の公共施設整備基金は、将来の建物等施設整備のため 5
億7,418万円を積み立てました。また、競輪事業施設等整備基金は、
競輪場施設の再整備による取り崩しなどで、前年度より 1億1,870万
円減となりました。
【基金別の状況】
・ 財政調整基金　66億5，120万円
・減債基金　13億2，130万円
・ その他目的基金（公共施設整備、水都大垣ふるさと応援、養老線
支援、国民健康保険基金など）　76億207万円

市債の状況
　令和 3年度末の一般会計・特別会計・企業会計を合わせた市債現
在高は、前年度より25億1,529万円減の1,098億7,027万円（市民 1人
当たり68万9,451円）で、一般会計では元金償還が進んだことにより、
前年度より 5億7,703万円減の666億9,692万円（市民 1人当たり41万
8,532円）となっています。
　臨時財政対策債（※）の令和 3年度末現在高は259億7,794万円で、
一般会計市債現在高の38.9％を占めています。

市
債
現
在
高
の
推
移

　市の財政状況をより詳しく知っていただくため、出資団体で
あり、市が債務保証している大垣市土地開発公社の状況につい
て、お知らせします。同公社は、公共事業に必要な用地を市な
どの依頼により、円滑に取得することを目的として設立された
ものです。
　令和 3年度決算では、借入金残高は27億5,728万円で前年度
より8,915万円の減、ピーク時の平成 9年度の213億2,738万円か
ら185億7,010万円の減となっています。
　引き続き、安定的な経営維持を図っていきます。

特別会計

企業会計

区　分
保有土地

借入金残高
面　積 金　額

令和 2年度 61,620㎡ 28億1,254万円 28億4,643万円

令和 3年度 56,457㎡ 26億958万円 27億5,728万円

前年度比 △ 5,163㎡ △ 2億296万円 △8,915万円

592.0 412.1 1,122.9

500 1,000 （億円）

608.2 407.8 1,134.2

621.1 405.1 1,143.2

628.9 414.8 1,154.3

625.7 407.1 1,136.9

649.5 395.1 1,142.7

25

26

2７

2８

29

30

令和元 1,145.3378.7

平成24

3

674.5

118.8

118.2

117.0

110.6

104.1

98.1

92.1

672.8 21.1 1,123.9430.0

一般会計 特別会計 企業会計（年度）

667.0 20.1 1,098.7411.6

2

574.0 418.7 1,116.1123.4

　企業会計の決算は、下表のとおりです。

土地開発公社の状況

　市民 1人当たりは、令和 4年 3月31日現在の住民基本台帳人口
159,359人で算出しています。

※臨時財政対策債とは
　国が配分する地方交付税の財源不足を補てんするため、国に代わり
地方公共団体が発行する地方債


